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論文の内容の要旨
　本研究は，日本の電気機械工業における企業関連関の空間構造を解明することを課題とした。当該工業は，第
二次世界大戦後の急成長に伴い，中核企業と関連企業群との強固な企業聞連関に墓づく空間的集積を形成した。空
聞的集積は地域的に多様であるが，このことは企業が地域的条件に応じた生産体制を構築することを意味する。ゆ
えに企業間連関に着目して中核企業の生産体制を解明することは，日本の工業地域構造の本質を理解するために
有意義である。本研究は，生産体制を事業所間の結合関係として把握するため，工業連関研究の枠組みを援用し
た。
　研究方法は次の通りである。まず本工業から1社を中核企業の事例として選定し，複数の事例工場を抽出した
（第巫，I玉I章）。次に中核企業と関連企業群との企業関連関を，実態調査に基づき検討した。（第1V，V章）。さら
に実態調査の比較から，中核企業と関連企業群の双方にとっての企業問連関の意義を分析した（第VI章）。
　第I互章では，高度経済成長期以降の本工業の分布変化から，典型的な工業地域の類型として，既存工業集積地
域と新興工業集積地域の2つのタイプを得た。それゆえ，対象地域として，前者から京浜地域，後者から九州地
域が選定された。
　第III章は，事例企業および事例工場を選定した。本工業全般の立地動向と合致するとの観点から，総合電機メー
カー丁社を事例企業とした。同社の事業部門別の立地展開をふまえ，京浜地域のコンピュータエ場である丁社青
梅工場と，九州地域の半導体工場である丁社大分工場を事例工場に採用した。
　第IV章は，丁社青梅工場の企業間連関構造の特質を解明した。資料は，同社への聞き取りと，協力会加盟企業
へのアンケートによって，独自に収集した。分析の結果，当地域では東日本一帯に及ぶ広域的かつ重層的な連関
構造が形成されていることが判明した。これを支える地域的条件は，第1に技術的に特化した関連企業群の存在，
第2に関連企業群の当地域内外への立地展開，第3に丁社による関連企業群の選別に基づいた柔軟な生産体制の
形成であった。当地域の連関構造を通じて，多様な技術的基盤をもつ関連企業群が地域的に分業化し階層的に組
織された。
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　第V章は，丁社大分工場の企業問連関構造を，同社と大分県内の協力会加盟企業への聞き取りと，同県内に支
店を持つ半導体関連企業へのアンケートにより分析した。当地域では，地元関連企業群に対する局地的連関が卓
越するが，それを補うことで広域的連関が展開していた。その地域的条件は，第ユに，工業化の遅れによる不十
分な技術蓄積，第2に，中核企業による専属的な地元関連企業群の創出，第3に，専属的取引の規制下にある地
元関連企業群の自立化の困難性，第4に，当地域で充足できない技術の域外への持続的依存等であった。当地域
の連関構造は，工業集積の広がりと蓄積を欠く新興工業集積地域の性格を反映していた。
　第V互章は，2つの対象地域の比較から，中核企業による生産体制の地域的含意を考察した。既存工業集積地域
では，多様な技術的基礎に立脚した関連企業群が存在した。中核企業は，取引先の開拓と選別を通じて，効率的
な生産体制を形成し得た。一方，新興工業集積地域の関連企業群は，中核企業の進出を契機として創設された。工
業化の遅れから，中核企業は地元の経営者層に働きかけ，専属的な関連企業群を育成した。しかし地元関連企業
群は不十分な技術・資本蓄積により，自立的な発展に至らなかった。申核企業は，効率的な生産体制を追求すべ
く，企業問連関を介して関連企業群を階層的，空間的に組織化する。しかし現実の企業の生産体制は，当該地域
の工業集積度に規定されて，異なった形状で顕在化することが判明した。
審査の結果の要旨
　本研究の主要な評価は，次の3点である。第1に，欧米の工業連関研究の枠組みを日本の電気機械工業に初め
て適用し，日本企業における空問的集積の意義を明確にした。第2に，調査の難しい大企業の取引関係に関して，
分析方法を工夫し綿密な現地調査を遂行し，工業地理学の研究方法を深化させた。第3に，異なる地域的環境が
企業行動を規定することを実証し，企業の研究の地理学的観点が取り入れられる必要性を示した。
　よって，著者は博士（理学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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